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『三菱社の使命』は，1940年8月付の三菱本社の内部文書で，当時１職員であっ
た北原浩平の筆になるものである。それは，「三菱社ハ持株会社デアル　三菱
社ノ使命ヲ論ズルコトハ　持株会社ノ使命ヲ検討スルコトニ外ナラズ」で始ま
る，46頁・2万2000字におよぶ論文で，持株会社の運用について，三菱本社の
現状をふまえ経営首脳に対する北原の提言がしたためられている。したがって
本文書は，持株会社研究，財閥研究，および戦時企業研究に資するところ大で
あり，とくに今日いう「持株会社によるコーポレート・ガバナンス」に近い視
点を有し，貴重な資料となりうるものである。
ところが，句読点なしのカタカナ書きという，原書の非常に読みづらい点が
何としても惜しまれる。そこで筆者は､ここにその解題とともに現代語訳を試
みることにした。とはいえ，現代語への改訳は，決して機械的な作業に終わる
ものではなく，原著者のスタイルや時としてその思想までも踏みにじるかもし
れない懸念に悩ませられた。しかし，今回はこの歴史文書が広く読まれ利用さ
れるようになることを願い，読みやすさの方を優先させることにした。（した
がって，読者が本現代語訳によって大意を把握された後は，深く原書に当たら
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れんことを願わずにはいられない。）
なお本資料は，三菱経済研究所・付属史料館の所蔵文書であり，同研究所に
よれば「人事関係のファイルの中にはさまって」いたところ発見されたとのこ
とである。いつもながら，曽我部健部長・山田尚子研究員（当時）のご厄介に
なった。記して感謝の意を表するものである。
以下では，以上の説明を若干補足することにしたい。
まず，その執筆年である1940年が注目される。1937年日中戦争（日華事変，
支那事変）勃発と1941年太平洋戦争突入のはざまであり，三菱本社の太平洋
戦争に至る戦時期の状況をつぶさに知ることができる。持株会社によるコー
ポレート・ガバナンスを論じた岡崎哲二 [1999]『持株会社の歴史』（筑摩書房）
は1936年までの記述であり，本資料はその空白の期間の一部をカバーするも
のであり，その射程を1937－40年として良いであろう。
つぎに，「三菱社」という名称が印象的である。正式には「株式会社　三菱
社」であるが，三菱本社は，1937年12月―43年1月の間，このように名乗っ
ていた。ちなみに，それ以前は「三菱合資会社」，以後は「株式会社　三菱本社」
が社名であった。合資会社となる1893年以前の社名もやはり「三菱社」であり，
三菱合資会社から三菱社への変更は，一方では旧称に戻ったにすぎないが，他
方では岩崎家からの独立を期す意味が新たに込められたとも考えられよう（三
島康雄編 [1981（刊行年）：102（該当頁）]『日本財閥経営史　三菱財閥』日本
経済新聞社）。
さらに，持株会社についていえば，1947年に独占禁止法第9条により純粋持
株会社の設立が禁止されるまで，わが国ではその設立・存続とも完全に自由で
あった。つまり戦前・戦時期は，持株会社はいわば野放しにされていたのであ
る。事業を兼営する「事業持株会社」と支配・管理に集中する「純粋持株会社」
の用語法も，戦前から行なわれており（西野嘉一郎 [1935：236]『近代株式会
社論―持株会社の研究―』森山書店），1937年三菱地所をスピンオフした三菱
本社は，1940年時点では名実ともに純粋持株会社となっていた。           
また，本資料が「持株会社によるコーポレート・ガバナンス」の視点を有す
るという点については，「目次」が示唆的であろう。列挙すると､「第１ 統制
的使命」：（１）事業的統制（２）法制的統制（３）人事的統制，「第２ 企画的
使命」：（１）経済調査，資料情報の蒐集（２）連絡折衝（３）事業の計画調整・
新分野の開拓，「第３ 経理的使命」：（１）資本の充実（２）資金の調達（３）
資金の投資運用，となっている。これは，岡崎 [1999]所収の持株会社によるコー
ポレート・ガバナンスの論点と類似するものであり，そこでは①組織，②内規，
③内部資本市場，そして④テーク・オーバーの，およそ4つに分けて論じられ
ていた。すなわち持株会社は，①会計的・業務的モニター部門，新規投資の調
査部門や人事管理部門によって傘下会社を管理し，②文書により傘下会社への
権限配分を取り決め，③傘下会社間の資金の過不足を調整し，さらに④財閥外
企業の規律づけをも行なう，などの機能を発揮するとされていたのである。
最後に，執筆者・北原浩平について簡単に紹介しておこう。北原は，1923
年東京大学卒業と同時に三菱銀行に入行，1939年に三菱社に移籍したあと
1942年に三菱本社総務部調査役となり，終戦を同総務部副長・参事の役職で
迎えた。そして戦後は，三菱本社の清算人をつとめ，持株会社整理委員会 [1951：
118]『日本財閥とその解体』にもその名を留めている。
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現代語訳に当たり，読みやすさを第１義とし以下のような方針で臨んだ。
１．縦書きは横書きに直す。
２．カタカナ書きはひらがな書きに改め，歴史的かなづかいは現代的かなづか
いに直す。
３．句読点を適宜挿入し，読みやすくなる場合は段落も改める。
４．漢字の旧字体は新字体ないしひらがなにする。
５．漢数字はアラビア数字に改め，表紙以外の昭和年号は西暦に直す。そこで，
見出し番号（一）（二）・・は（１）（２）・・となる結果，もとからの（１）（２）・・           
は（ⅰ）（ⅱ）・・と変更する。
６．原ページは文中の変わり目に＜ ＞で表示する。たとえば＜３頁＞とある
のは，「以上までが３ページの内容である」ことを示す。
７．原文にない場合でも，読みやすくなる場合は接続詞を補う。
８．文語的表現はなるべく現代的表現に改める。
９．副詞・接続詞･助詞は基本的にひらがなとする。
10．内容上，補足説明を要すると思われる個所には，できる限り脚注を付す｡
11．以上以外にも，読みやすくなる場合は適宜今日的な表記に改める場合があ
る。
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三菱社は持株会社である。したがって，三菱社の使命を論ずることは，持株
会社の使命を検討することにほかならない。
持株会社にも色々の性格のものがある。引受け会社，証券会社，同族保全会
社等はいずれも持株会社の一形態である。これらの会社は株式，公社債の引受
け，有価証券の売買，配当利札の利得等を直接の目的とするものであって，そ
の限りにおいては，これらの会社は投資のための投資会社と称してよいであろ
う。しかしながら，これらの個々の性格をもっては説明し尽くしえない，より
大なる形態を有する持株会社が存在する。それは，関係会社各般の事業を総合           
的企業団体，すなわち１つのコンツェルンとして，その支配下に置き，この統
轄・連絡を主要な使命とする持株会社であって，大体において今日統制会社と
称せられるものが，これに当てはまるのである。
三菱社は，このような意味の持株会社として典型的なものであり，三菱社は，
このいわゆる統制会社としてはじめて，国家的・社会的に重要なる存在意義を
有するものである。この事実は，三菱社の歴史的沿革を見れば一層明瞭である。
三菱社は，明治初年その前身たる三菱合資会社の創業時代において，海運事業
に出発し漸次各種事業の経営に進展し，これら各種事業の拡大に伴い，各々の
事業をあいついで＜１頁＞分離して，各分系会社1を設立するに至り，三菱社
自体は直接事業に携わらない持株会社となったのである。しかも三菱社が，か
かる純然たる持株会社となったのは，きわめて近年のことに属する2。三菱社
が直接各種の事業に関与しないということは，三菱社がもっぱら配当享受を確
保する同族保全会社に縮小されることを意味したものではないと思う。各種の
企業をして，各々独立したる会社の事業となし，各社をして，その企業の分野
において自由なる活動をなし，充分にその機能を発揮せしめると同時に，三菱
社は，これら各種事業の統轄・連絡の中枢機関として，独自の重要なる職分を
果たさんことを目的としたものであると信ずる。
この主旨は，三菱社改組の際における社長のご挨拶3中に，「我々の事業経営
の精神は，その形式如何を問わず，三菱の事業につき，最後まで責任を持つ覚
悟である事は従来と今と何ら変わりはないのであります」，また「我々が各種
事業の中心となり，これをリードして行って株主の正当なる利益を計ると同時
1　分系会社とは，三菱本社の統理助長下にある直轄会社であり，これに対し関係会社とは，
本社が相当数の株式を有し役員派遣をして経営に参与している会社をいうとされている（三
菱社誌刊行会 [1981：2327]『三菱社誌 39』）。
2　三菱本社が三菱地所をスピン・オフし純粋持株会社となったのは，1937年のことであった
（三島康雄編 [1981：102]『日本財閥経営史　三菱財閥』日本経済新聞社）。
3　岩崎小弥太『三菱合資会社組織変更ニ関シ社長挨拶 (1937年10月4日 )』（三菱社誌刊行会
[1981：1298－1301]『三菱社誌 37』）。           
に，その不合理なる欲望は，これを抑圧し総合の力をもって，各種の事業を国
家的，社会的に有効に働かして行くという事が，我々の努むべき処であるので
ありまして，一人一家の利益のためにのみ，決して諸君も我々も働いているの
ではありませぬ。このためには，本社も各分系会＜２頁＞社も，互いに助け合
い同心協力して所期の目的に邁進すべきであると，私は考えるのであります」
と述べられていることによって明らかであると思う。
以上のような基礎観念に基づいて，持株会社たる三菱社の使命をさらに分析
し，そしてその使命を充分に達成するためには，いかなる機構を必要とするか
を考えてみたいと思う。ところで，持株会社たる三菱社の使命のもっとも重要
なものを，
　　１．統制的使命
　　２．企画的使命
　　３．経理的使命
の３つの部門に大別することができると思う。統制も，持株会社の使命の一部
門と見る考え方からすれば，三菱社をもって統制会社と称するのは，なお不足
する嫌いがあるが，統制会社と称する場合の統制は，これを広義に解して，上
のような各種の使命を包蔵していると解釈してよいであろう。以下統制会社を，
このような広い意味に使用していきたいと思う。＜３頁＞
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三菱関係の分系・関係会社は，いずれも特殊の事業を営み，各々その分野に
おいて，今日のわが国の国家社会に，不可欠の重要なる職分を果たしている。
こうして各会社とも各自の企業に関しては，自主独立の立場において，自由に
事業経営に当たっているのである。しかしながら，１つの会社が，その事業を
遂行するためには，決して独自の力のみでは完遂できないのであって，必ず直
接間接に外部に対して，種々協力・依存の関係ができてくる。コンツェルンの
強みは，相互に協力・依存の関係にある会社が，渾然一体となって総合的威力           
を発揮しえる所にあるのである。
これを目前の事例にとれば，今次欧州戦におけるドイツの驚異的攻撃力のご
ときものである。今回の戦争に出現した，独乙軍の急降下爆撃機，火焔戦車，
落下傘部隊のごときは，その１つ１つがいずれも優秀なる新兵器新戦術である。
しかしながら，各々が各別に働きえる力には限度があって，各別の力だけでは
決定的勝利を克ちえることはできない。これらのものが渾然一体となって共同
作戦をなすことによって，個々の力に幾十倍する総合的威力を発揮し，もって
決定的戦果を収めるのである。こうして，この周到綿密な共同作戦計画をなす
ものに参謀本部があり，その作戦計画に基づいて，＜４頁＞各部隊は，統帥命
令下一糸乱れぬ行動をとるのである。
三菱の事業について見れば，統帥・連絡の機関たる本社は参謀本部に当たり，
分系・関係各社は爆撃隊，戦車隊，落下傘部隊といった第一線各部隊に類似す
るものといえるであろう。総力戦ということは，戦争についてのみの指導原理
ではなく，事業についても同じことがいえるのである。
以下では､本社の統制的使命を，さらに事業的，法制的，人事的統制の３者
に分類して，検討を加えてみたいと思う。
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分系・関係各社は，各々その定款によって，その事業の範囲が明確に定めら
れている。各社は，その定められた範囲内においては，独自の立場において自
由に活動し，できるだけその業績を挙げるべきであって，これに対して本社が，
不必要なる制肘・束縛を加えるべきでないことは申すまでもない。
しかしながら，経済界の推移・変動に伴い，事業の拡張を必要とし，場合によっ
てはある程度の事業の縮小を計らなければならないことも生ずる。また，今日
のごとく分系・関係会社よりさらに枝葉の会社が多数簇出している際には，産
業合理化の見地から，これら多数会社の整理統合ということが当然考えられね
ばな＜５頁＞らなくなってくる。このような場合には，本社がその支配力を発
動して，事業の調整を計らなければならない立場に置かれるのである。また各           
社は，必要に応じ相互に事業上の連絡をとって行くであろうが，本社はさらに
一段高い見地から，つねに各社事業間の相関性を検討して，相互間に緊密なる
連絡協調を保ち，その足らざる所は充分にこれを補って行くことを計り，かつ
指導しなければならない。　
たとえば，重工，電機のような製造会社は，資材・燃料の購入，製品の販売・
輸送，資金の融通等について，鉱業会社，商事会社，運送会社，金融機関等各
方面の助力を待たなければならない。また三菱商事のように，国内のみならず
広く世界的に販売交易網を張る会社にあっては，海運会社，為替，金融の機関，
倉庫会社等の共同進出を切実に感ずるであろう。あるいはまた，銀行が新たな
る地域に進出すれば，預金・貸出の業務については，まず分系・関係会社の縁
故をたどろうとするのは自然の順序である。商業・貿易の中心地においては，
商事会社，銀行は特に密接なる関係を有するが，商事会社は，さらに輸出入貨
物に倉庫会社の協力を必要とする。銀行もまた，荷為替手形の割引業務に大い
に力を注ごうとすれば，いきおい確実な倉庫証券を発行しえる倉庫会社の存在
を必要とする。＜６頁＞
このような事業相互間の関連性を数えれば枚挙にいとまがない。ところで，
これらの関連性が，つねに各社の互助・協調によって容易に解決しえるものの
みであれば，事はすこぶる簡単である。しかしながら，究極においては共同の
利益に帰する問題であっても，目前各社の利害が容易に一致しない場合，ある
いはむしろ利害相反するかに見える場合が決して少なくない。すなわち，各社
が相互に利用しなければならない地位にありながら，目先の採算や社外の関係
などのために，協調ができない場合が多々あるのである。銀行・信託のように，
ある部面においては共通に近い業務に携わるものにあっては，営業上競合・摩
擦を生ずる場合も想像に難くない。問題によっては，互助的観念よりもむしろ
互譲的・犠牲的精神によらなければ，解決困難な場合が決して少なくないので
ある。
さいわいにして，三菱にはあまりその深刻な例を見ないようであるが，三井           
あたりでは各社の協調がとれないために，かえって各社が反目的傾向を帯びる
に至り，そのために第三者をして漁夫の利を占めさせたような事例もある。こ
れは，各社独立・自由という観念の行きすぎであったものと思われる。このよ
うな際に，本社はできるだけ各社間の仲介斡旋の労をとり，場合によっては統
制指導の大局的立場から，ある程度強制的解決を計らなければなら＜７頁＞な
いことも生じるのである。
この種の問題について，非常な難関に逢着したような場合には，本社は十分
の権威を持ち，各社各別ということにもおのずから限界があるという確固たる
信念がなければ，問題解決の衝には当たりえないと思う。この所に，本社の重
要なる職責・使命が存在するものと思う。事業会社の機構を政治機関に比較す
ることは必ずしも適切ではないかもしれないが，三菱全体の統制的機構を政府
機関にたとえれば，本社は内閣，分系会社は各省の地位に該当する。内閣が各
省の統制指導的地位にあるように，本社もまた分系会社の統制指導的地位にあ
るべきものと信ずる。
そもそも本社も，分系会社と同様に１個の株式会社であるから，本社も分系
会社と同じ地歩を占めるに過ぎない。そこで本社が，分系会社を統制指導する
というがごときは，できないものであるという見解もあるようである。しかし
ながら，これは，本社は単に配当を享受する以外一歩も踏み出せぬ，保全会社
にすぎないという見方であって，統制会社としての使命を全く忘却したもので
ある。本社は，株主として，また役員を送っている親会社として，法的にも分
系会社に対し有力なる発言権を有し，この法的根拠に基づいて分系会社の指導
統制をなすともいいえるのであるが，本社の統制指導的権能はこのような＜８
頁＞法的根拠のみに基づくものではない。１つのコンツェルンとして分系・関
係会社の有機的連絡を計り，総合的威力を発揮するためには，必然的にこれら
分系・関係会社を統率指導すべき中枢機関を必要とする。中枢機関のないコン
ツェルンは，頭脳のない胴体四肢に等しいもので，存在しえないともいいうる。
本社は，すなわちこの中枢機関であり，中枢機関の当然かつ最重要なる職分と           
して，その統制指導的地位が認められるのである。
ことに今日のわが国情においては，国家自体が，企業の全体の統制を強化し
ようとしているのであるが，大小無数の事業会社の完全なる統制は，実に容易
ならぬ事業である。このような困難な国家的統制をできるだけ容易ならしめ，
かつ国家的統制をして企業の萎縮に終わることなく，必要なる産業の助長・進
展に資するには，三菱・三井・住友のような大コンツェルンが，それ自体いず
れもよく統制のとれた強固な一団となって，最高度に企業的能率を挙げている
という事実が，絶大なる寄与・貢献となるのである。国策に順応した統制的企
業団体を，国家がさらに統制するということであれば，国家的統制は非常に容
易かつ円滑に運ぶことになるであろう。事実，三菱・三井・住友のような大コ
ンツェルンを統制することによって，国家は民間における＜９頁＞重要企業の
最大かつ最重要部分の統制を容易に遂行しえるといいうるのである。
三菱社の増資に当たり，大蔵当局は，三菱社が国策に順応する統制会社とし
ての使命を充分に達成することを期待し，かつこれを条件として，増資を許可
したものであることを公に言明している。また，分系会社の株式払込・資金調
達だけのためならば，必ずしも三菱社の増資によらなくとも，他に方法は考え
うるのであるが，統制会社としての三菱社の使命を重大視するがゆえに，三菱
社の増資を許可したものであるという趣旨も当局は明らかにしている。この事
実に鑑みて，三菱社が統制的使命を本分とすることには議論の余地がないのみ
ならず，今日では三菱社は統制的使命を果たすことについて，国家的責任を負
わされているということがいわれているのである。
㧔㧞㧕ᴺ೙⊛⛔೙
国法の尊厳を保持することが，一国の秩序維持に不可欠の要件であるよう
に，社規の権威を保つことが，会社の業務を整備し職員の規律を維持する上に，
大切な要件であることは論ずるまでもない。会社には法律的な難しい規則は不
要である，という考え方もあるようであるが，これは会社の仕事は規則づくめ
で縛りつけては，かえって業務上の活動を阻害する結果とな＜10頁＞ること，           
また充分なる詮衝を経た社員は，まずこれを信用してかかって然るべきであっ
て，罰則のごときは必要の限度に止むべきであること等を理由とするものと思
われる。このような理由については，充分傾聴に値するものがあると思われる
が，社規を軽視する根本の観念は誤りであると思う。規矩準縄が弛緩すること
は，やがて業務の乱脈をきたし，綱紀の頽廃を招く因となるものである。この
点から見て，社規が整備されていること，その運用よろしきをえること，かつ
また社規が時勢の変化に応じて適当に改正されてゆくことは，もっとも大切な
こととなるのである。
現在，「各会社規則内規類ノ制定改廃ハ 各会社各別ニ之ヲ行フモノトス 但
シ重要ナル規則内規ハ三菱協議会ノ審議ヲ経ベキモノトス」（三菱社分系各会
社間関係事項取扱内規 第３条）と規定されている。各分系会社が各々独立し
たる大会社である以上，各社各別の社規内規を有することは，きわめて妥当な
ことと思われる。しかしながら三菱各社は，全体が有機的一体となって活動し
て行かなければならないのであるから，そのためには三菱全体が統一連絡のあ
る共同体制下にあることが必要となってくるのである。そこで，各社各別に規
則を制定するのではあるが，各社＜11頁＞が勝手に思うままの規則を制定す
るのではなく，重要な規則・内規は，まず三菱協議会の審議に付することとし，
その決定に基づいて分系会社の全体に共通すべき事項は，各社共一様の規則を
制定し，ある会社に特殊な事項はその社限りの規則を制定することとされたも
のと思う。何が重要な規則・内規であるかについては，現在別段の定めがないが，
これについてはある程度の範囲・基準を明確にすべき必要があると思われる。
たとえば，職員の身分，待遇，服務，諸給与・手当等の基礎的規則のごときは，
当然この重要なるものに編入されるべきであるが，これらの基礎的規則は，原
則として各社間に懸隔のないようにすることが必要であろう。そうでなければ，
三菱全体の調和をとることが困難となり，ことに三菱全体の交流人事のごとき
は，なかなか円滑に行われないということになる。また，現在同一場所（こと
に海外支店所在地）に起居する三菱各社員の間において，待遇上の差別に相当           
開きがあるために，社員間にとかくの不平不満を聞く事実のごときは，各社各
別ということが，本社不介入・各社放任というような扱いに偏しすぎた結果で
はなかろうかと思われる。今日では，国家が民間各会社職員をはじめ官公吏等
に至るまで，俸給生活者全般の待遇に関し，ある標準を定めようとする傾向に
あ＜12頁＞るのであるから，同一企業団体たる三菱各社の職員間においても，
できるだけ待遇の基礎条件を一元化しようとするようなことは，当然といって
差し支えないであろう。もっとも各社の業績の相違に比例して，職員の待遇等
にもある程度の差異を生ずることは，やむをえないことであろうが，この場合
にも報給の基礎的基準は同一とし，昇給の遅速，賞与の多寡等において，各社
の実状に応じて，ある程度の開きを認めるというような考慮は払われてしかる
べきであろう。
各社の「社規ノ制定改廃ニ関スル事項ハ 各社ノ取締役会ニ附議スベキ事項」
と定められている（分系会社取締役会内規準則 第６条）。また，「分系各会社
取締役会ニ提出スベキ議案ハ 予メ三菱社ニ提出スルモノトス」と定められて
いる（三菱社分系各会社間関係事項取扱内規第４条）。これらの規定によれば，
各社の社規の制定・改廃については，あらかじめ三菱社の了解をえるべき建前
となっているということがいえるのである。また，各社「取締役会ニテ決議シ
タル事項ハ 決議後遅滞ナク議事録写添ヘ 取締役会長又ハ常務取締役ヨリ三菱
社々長ニ報告スベシ」（分系会社取締役会内規準則 第９条）と定められ，かつ
「分系各会社ヨリ三菱社ニ報告スベキ事項ハ 別ニ＜13頁＞之ヲ定ム」（三菱社
分系各会社間関係事項取扱内規 第６条）と規定されているのであるから，分
系会社においては社規の制定・改廃は，事後必ず本社へ報告すべき義務がある
のである。もっとも上の別に定むべき報告事項の細目は，まだ制定されていな
いので，これは早急に制定する必要があるであろう。
ところが，以上の諸規定によって定められた所は，現在の情況では，これを
厳格に励行されていない憾みがある。このために，各社社規の制定・改廃手続
きが独断疎漏に流れる傾向があり，社規の解釈・適用が混乱に陥る惧れも多分           
にある。今にして是正するのでなければ，将来に禍根を残す危険があると憂う
るものである。これは，三菱社改組と同時に制定された前述諸規定の根本趣旨
が徹底していないのと，本社の取扱方針が明瞭を欠いていたためである。よっ
てこの際，本社ならびに分系会社の社規・内規制定・改廃手続ならびに解釈・
適用の根本方針を明瞭に樹立し，これを厳守・励行してゆくようにしなければ
ならないと思う。この根本方針は，以上述べる所から帰納して自ら明瞭になる
ことと思うが，これを一言にしていえば，本社・分系会社の社規・内規，制定・
改廃手続ならびに解釈・適用の問題についても，本社はあくまで統制的地位を
堅持し，内閣法制局と類似の機構・職分を＜14頁＞保つべきものであると思う。
すなわち，
（ⅰ）各社の社規・内規の制定・改廃は，各社別にこれを行う。
（ⅱ）しかし，各社の重要な社規・内規は，その制定・改廃に先立って，本社
の考査に付すことを要す（重要な社規・内規の範囲を別に定める要あること，
前述のごとし）。
（ⅲ）本社においては，各社より回付を受けたる案につき，
（イ）各社全体に共通なものか，一部の会社に特殊のものか，
（ロ）成文として不備・欠陥がないか，
（ハ）制定・改廃が，はたして具体的妥当性を有するか，
などの事項につき検討を加え，全体に共通の事項は，協議会に付議・決定の
上，各社別に共通の改正を行い，一部の会社に共通または一社に特殊と認め
られる事項のごときは，関係会社の協議に付した上決定し，もしくは本社独
自の決裁をもって案をそのまま，あるいは修正意見を付して提出，会社へ返
付する等，適宜の処置をとることとする。本社の考査決定は，迅速なること
を要する。本社に案を廻すと，荏
じんぜん
苒として日を過ごし，時機を失する惧れが
あるというような危惧・批難のないようにすべきである。＜15頁＞           
　合資会社時代4の例規を通覧すると，その成文用語等はよく整備されてい
て，完璧に近いものがある。これは，立法に慎重を期し，立法者にその人を
えていたからであろう。最近，各社において制定される社規類には，このよ
うな点から見ていかがか，と思われるものが少なくない。また，既存の社規・
例規等と対照して，矛盾・抵触の嫌いあるものも散見される。これは，必ず
しも各社において人をえないためではなくて，各社においては目前の事態に
対処することに追われて，案文を練ったり社規・例規の全般にわたり比較対
照するような余裕がないというような，やむを得ない事情からくることであ
ろうと思われる。ここにおいて，一層第三者的立場に立って，精密冷静な考
査を加える法制局的存在の必要を痛感するものである。
　社規の解釈・適用についても，各社において疑義の存するものは本社に照
会し，本社においては明確適切なる指示・回答をなし，各社に影響あるもの
は各社に漏れなく通達すべきである。本社は解釈・適用を決定するについて，
特に独断の弊に陥らないこと，実情に即した判断を下すことに留意すること
が肝要である。そのためには，本社において社規を担当する＜16頁＞者を
して，社規・例規に通暁させるのみならず，各般の実情にも精通せしめるこ
とを要するであろう。
以上述べたように，三菱各社の社規・内規を整備すると同時に，社規・内規
の制定・改廃ならびに解釈・適用の根本方針を確立することは，今日の急務と
なっているので，一日も早くこの実現を期したいと思うものである。
㧔㧟㧕ੱ੐⊛⛔೙
本社がみだりに分系・関係会社の人事に容喙すべきでないことは，各社独立
の建前からいって，これまた当然なことである。しかしながら，事業の基礎を
なすものは人であるから，各社の事業遂行上欠陥ありと認められるような人事
に対しては，本社はこの是正に乗り出す責務がある。また，各社間の連絡を緊
4　1893－1936年（三島康雄編 [1981：77､102]『日本財閥経営史　三菱財閥』日本経済新聞社）。           
密にし意思疎通を計るため，特殊の技能者を必要とする場合，あるいは人員の
不足を補う必要等のために，各社間人事の移動・交流を必要とすることも生ず
るであろう。また，ある会社において人事が渋滞・停頓しているような場合に
は，この刷新を促す必要を生ずることもあるであろう。
前にも述べたように，交流人事のごときを円滑に行うためには，三菱全体の
人事に調和平均がとれていることが，必要な前提要件であるが，このような調
和＜17頁＞平均を計ることもまた本社の任務であると思う。
現在，「分系各社取締役監査役ハ 三菱社々長之ヲ推薦ス」（三菱社分系各会
社関係事項取扱内規 第１条）と定められ，役員の選任改任については本社の
支配的地位が確立されている。職員の人事に至っては，もとより原則として各
社の自治に任ずることは当然であって，本社がこれに干渉するがごときことは
厳に避けるべきことであろう。しかしながら，全般的・大局的見地から見て必
要とする場合には，職員の人事に対しても，本社は支配的発言をなす用意と権
威とを持たねばならないと思うものである。＜18頁＞
╙㧞ޓડ↹⊛૶๮
各分系・関係会社は，各々特殊の事業経営に当たり，その本分とする事業に
精進して，その業績を挙げることにおいて，一応会社の使命を達成しているの
である。各社とも，その事業に関連しては，つねに調査研究を怠らず立案計画
も行っているであろうが，それは会社本来の目的ではなく，むしろ付随的事業
と見なされるもので，その範囲はおのずから限られている。また，目前の自体
に対処することに追われがちであるから，恒久的対策を立てるというようなこ
とは疎かにならざるをえない。本社は，各社の背後機関として，つねに一般社
会経済情勢を精査・検討して，大所高所から広く長い目で見て，各社事業の調
査，連絡，伸縮を計り，あるいは新規事業の計画を立てなければならない。こ
こに，本社の大切な企画的使命が存するのである。今この企画的使命を，便宜，
１．経済調査，資料・情報の収集           
２．連絡折衝
３．事業の計画・調整，新分野の開拓
に区分して，やや分析的に検討を加えてみたい。
㧔㧝㧕⚻ᷣ⺞ᩏ㧘⾗ᢱᖱႎߩ෼㓸
本社における調査は，個々の事業や目前一時的の現象にこだわることなく，
つねに経済界の全般的・恒久的見地から観察することに重点を置き，経済＜
19頁＞界の動向・趨勢というものの見通しをつけて，いわゆる計画経済的に，
この対策を講じて行くことを建前とすべきである。そのためには，本社は，独
立した調査機関を持っていてもよい位のものであるが，現在のような本社の機
構・陣容では，自己の力だけで十分な調査は到底できない。しかし，現在の機
構においても，本社で問題を把握すれば，さいわいにして経済研究所5という
ような別働隊を有するのであるから，これを動員して調査研究を進め，あるい
は専門的事項はその分野に属する分系・関係会社の調査・企画的部門をして精
査させれば，相当有力な調査ができると思う。われわれとしては，本社に経済
調査機関の設置を希望するものであるが，最初から大きな調査機関を設けて調
査倒れに終わるよりも，既存の研究所なり各社の調査機関をできるだけ利用す
ることとして，必要に応じてこの方面の仕事を拡大していく方が賢明であるか
とも思う。
本社は，つとめて資料を豊富に取寄せ，分系・関係各社からも社外からも，
情報を収集して現実の事態によく通暁する必要がある。本社は，情報のプール
となると同時に，これを各社へ放射することを職分とすれば，各社間の情報交
換・連絡に非常に役立つことと思われる。＜20頁＞
こうした点においては，従来の本社は，きわめて消極的である。積極的に情
報を収集するようなことはもとよりなく，自然に集ってくる関係会社・寄付先
等からの報告書，刊行物のごときも，いたずらに山積充棟して一向に顧られて
5　三菱経済研究所。それまでの資料課を分離独立し1932年設立された（三島康雄編 [1981：
100]『日本財閥経営史　三菱財閥』日本経済新聞社）。           
いない状態である。なかには，なかなかよい資料もあるので，これを放置する
のは，もったいない話だと思うことすらある。分系会社からも，定められた事
業報告書，取締役会議事録のごときものの義務的送付がある以外，あまり積極
的に情報を提供するような様子は見受けられない。本社の役員以外の幹部は，
関係事業会社の事業にすら，きわめて暗いようである。本社の幹部は，惰眠を
むさぼっていてよろしいという方針でないならば，このような事態は，許容す
べからざるものと思う。このような方面は，是非とも革正しなければならぬと
思うものである。
㧔㧞㧕ㅪ⛊᛬ⴣ
分系・関係会社間の連絡を計るためには，首脳部においては現在協議会のよ
うな組織があるが，事務当局の連絡機関には決まったものがない。本社が中心
となって，随時事務当局の打合会を開き，事務上の連絡意思疎通を計ることは，
きわめて肝要なことである。＜21頁＞
本社は，単に三菱各社間の連絡をとるのみならず，三菱全体のために対外的
連絡折衝に当たることも，その重要なる職分として考えるべきである。今日の
ような情勢にあっては，社外特に官庁方面との交渉も頻繁となり，好むと好ま
ざるとに関わらず，困難な交渉問題も起こってくるのであるが，各社に共通の
問題のごときは，各社が各別に面倒な手数を踏まないで，本社が全体の代弁者
ともなり庇護者ともなって折衝に当たるべきである。各社をして各自の事業経
営に没頭せしめ，事業に直接関係のない煩瑣な問題からは，できるだけ手を省
きえるように努めてやらなければならない。
また，社外ことに官庁方面から見れば，三菱に関する問題は，本社に照会す
れば目鼻がつくものと考えるのは，至極当然なことであって，本社はこのよう
な照会を受けたならば，自分の所で解決できる問題は自ら解決し，分系会社を
してその衝に当たらせるのを適当と認めるものについては，適宜その会社に連
絡をつけてやるべきである。このような問題を迅速適切に解決してゆくために
は，平素から本社を中心として，各社間の連絡・意思疎通ということが，充分           
に行われていなければならない。首脳部だけでなく，本社を中心とした各社事
務当局間の，緊密な連絡機関の常置を提唱するものである。＜22頁＞
㧔㧟㧕੐ᬺߩ⸘↹࡮⺞ᢛ㧘ᣂಽ㊁ߩ㐿ᜏ
本社は，あくまでも三菱全体の知嚢的中枢であって，本社自身は，直接事業
の経営に当たらないという現在の建前は，これを堅持すべきものと思う。
本社は，直接事業の経営には当たらないけれども，関係事業の調整，新規事
業の計画ということは，知嚢的中枢機関として研究調査しなければならない，
最も大切な事項である。企画的使命の重点も，帰する所ここにあるといっても
よいであろう。新職制において，査業委員会の職責を，事業の計画と事業の調
整に置かれたのは，けだし肯緊に当たったものといえるであろう。
事業の調整ということは，時代の推移，経済産業界の変動に伴い，あるいは
産業合理化の必要等のために，事業の拡張，分離・統合，又場合によって整理・
廃止等を行うことを意味する。具体的事例をとれば，今日の戦時体制は，支那
事変・欧州戦争が終了しても，にわかに全面的解消に至るとは思われないが，
戦闘行為が現実に停止され，戦争による消耗が現実に無くなれば，軍需工業方
面では，相当事業の縮小あるいは平和産業への転換を行わなければならなくな
ることは必然である。同時に，多数帰還軍人の再収容という問題が起こってく
る。事業の縮小と帰還兵の収容という，相互に矛盾する事態に対し＜23頁＞て，
いかなる対策を立てるべきかというようなことが，今から攻究を要する問題と
なってくるのである。　
新規事業の計画は，新規事業と関連のある分系会社の事業の拡張として計画
されることもあろうし，あるいは全く新たな会社の設立を立案することもあろ
う。由来三菱は，国家社会に必要なる事業の経営を主としてきたものであるこ
とは，社長も言明しておられる所であるが，いずれの事業にせよ新体制下にお
いては，営利追求を第一の目的とすることなく，真に産業報国の精神をもって，
まず国策の線に沿い，政府の産業統制に協力する方針をもって計画を立てるに
非ざれば，到底事業の完遂ということは望めないのである。           
そして，巨大なる自己資本を擁し，かつまた絶大の信用によって外部からも
大きな資金を吸収しえる，三菱のような地位を占めるものは，今日国家が最も
必要とし，しかも小資本をもってしては到底企図しえないような方面に，力を
尽くすことを考えるべきである。東亞自給自足圏の確立ということは，今日の
日本にとってやむにやまれぬ必然性であるが，そこで大きな問題となるのは，
鉄，石油，非鉄金属，ゴム・綿花等の資源獲得，自動車，工作機械類の製造工
業の確立といったような事項が考えられる。国家として真にこれらの方面を充
実するためには，到＜24頁＞底，群小企業家の姑息的・糊塗的・射利的計画に，
これを放任してはおけないのである。われわれは，最後の救済を国家に求める
ようなつもりで，盲目的に自己の力に余るような大きな計画を立てることは慎
まなければならない。あくまで自己の計算において，企業の永続性・堅実性を
検討して計画を立てるべきである。しかしながら，国家が希望し強制する場合
には，たとえ三菱の力に余るような大きな企業であっても，国家と共同の責任
において，これを引受ける位の覚悟はなくてはならない。今日では，国家自体が，
漸次最大の資本家・企業家の形態を備えてきたのである。三菱の事業のごとき
は，国家と共に経営し，あるいは国家の経営に移される場合も予想して，計画
を進めなければならないことが多くなってくるのではないかと思われる。
以上は１，２の事例をとったのであるが，これを要するに，分系・関係会社
の後ろ盾に本社という強力なる背後機関が控えていることは，個々の企業会社
には望みえない強みである。そして，その強みである所以は，本社が単に分系・
関係会社の資本的背景をなすのみでなく，本社が社会経済・一般情勢を充分広
く長い視野から検討して，各社事業の行き過ぎや不足を調整し，また各社事業
全体の調和を計り，かつまた必要なる新規事業の計画も企図することによっ＜
25頁＞て，各社は後顧の憂いなく，各々の本分とする事業に勇往邁進しえる
所にある。本社は，すべからく現下の情勢を洞察して，特にこの企画的使命の
重要性を充分に認識して，これに主力を注ぐべきである。
そのためには，本社に企画的部門を設置するの要あることは，贅言を要しな           
い所である。筆者は，すでに久しい以前から，本社に企画部設置を提唱してい
るのであるが，今日一層その必要を痛感するものである。吾人の提唱する企画
部が，往年合資会社に存した査業課と，全然観念・機構を異にするものである
ことは申すまでもない。種々の論もあることであろうが，今日本社に企画部門
がないということは，常識では考えられないことである。企画部門の設立につ
いては，特に主脳部の考慮を煩わしたい。＜26頁＞
╙㧟ޓ⚻ℂ⊛૶๮
１事業会社の経理は，その会社の収支計算を明らかにし，利益ならびに配当
を確保することをもって足りるとするともいえるであろう。しかしながら，投
資会社であると同時に多数分系・関係会社を率いる統制会社である三菱社の経
理は，これだけをもって足りるものではない。三菱社の死活は，各分系・関係
会社事業の盛衰に繋がっているのであるから，三菱社のバランスシートに計上
されるべき利益を確保することのみを目標とした経理観念のごときは，三菱社
の生存を確保する所以でないのみならず，かえって分系・関係会社からの搾取
のみを追及する結果となって，むしろ危険を蔵するものである。三菱社の経理
は，断じて単なる会計的事務であってはならない。
三菱社の経理的使命は，前述の統制的・企画的使命と不可分の関係にあるも
のであって，これらの使命からおのずと判断されるものである。三菱社の経理
担当首脳は，同時にこれら統制的・企画的使命をも理解・阻噛した経綸抱負の
持主でなければならない。単なる会計事務は別として，今持株会社・統制会社
に特殊な経理的使命を挙げれば，下記の通りである。
１．資本の充実＜27頁＞
２．資本の調達
３．資本の投資・運用            
㧔㧝㧕⾗ᧄߩలታ
分系・関係会社の事業規模は，いずれも民間企業の各分野における最大級の
ものであるから，この資本的背景をなす三菱社が，巨大な資本を必要とするこ
とは論を待たない所である。子会社にとって親会社たる本社は，資本の源泉で
あり，その源泉がつねに豊富であり枯渇の心配がないということは，子会社に
とって最も力強いことでなければならない。子会社は親会社から種々の統制支
配を受ける代わりに，子会社は安心して親会社に信頼し依存しえる関係にあら
ねばならない。今日のように分系・関係会社があいついで増資払込の徴収をし，
さらにまた新設会社への投資をも必要とする時代にあっては，本社はますます
巨額の資本を要する。
資本の充実を計る方法は，第１に本社自体の資本金の増加・払込の徴収であ
り，ついで積立金・準備金の蓄積である。分系・関係会社，新設会社の増資・
払込金は，恒久的性質を有する投資であるから，この資金は本社もまた本社自
体の増資・払込徴収によることを原則とすべきである。積立金・準備金は，分
系・関係会社の一時的＜28頁＞資金の需要に応ずるため，反動時代・事業の
縮小時代・不況時代に対処するため，あるいはまた不慮の災害救済に応ずるた
め等を主眼として蓄積されなければならない。
統制経済下においては，不当なる利潤，射利・投機的取引は極度に抑圧を加
えられて，極端ないわゆるブーム，インフレーションは起こらないとともに，
極端な反動恐慌も極力防止されることであろう。好況・不況時代の変遷にこだ
わらず，経済界の平準，安定を期すことが，統制経済を指導する政府の指導方
針であり，かつ義務でなければならない。しかしながら，いかに行き届いた統
制経済下にあっても，戦時・平時の経済体制にはおのずから相違があり，こと
に戦時・平時の転換期には必然的に変動を惹起し，社会的・経済的に種々困難
な問題が生ずる。その際は，政府のみの力ですべての問題を解決し得るもので
はなく，また政府のみの力に頼るべきでもない。もとより官民協力して時艱を
克服すべきであるが，自らの力を有するものは，まず自力をもって問題の解決           
を計るべきであろう。
また，鉱山，炭坑，兵器，化学工場等，危険を伴う事務所においては，往年
の尾去澤ダム決壊6のような不慮の事故が，いつ発生しないとも限らない。総
じて，これらに対処するために，各社とも各々相当準備はあるであろうが，事
業上の大きな突発的打撃は容＜29頁＞易にその会社だけで負担し切れないも
のがある。本社は，その際の救済・援助に乗り出す用意と考慮が，つねになけ
ればならない。すなわち，当面の事業資金のみならず，できるだけ将来の事業
ならびに不測の事態に，備える資金の準備も充実されなければならないのであ
る。　
また，国家公共の事業のために，目前の採算を度外視して，事業の維持，経
営，創設を計らなければならない場合もある。過去において，鉱業会社の配当
を辞退7したり，信託，化成工業の創設8に際して，無配当に出発し多額の建設
資金を固定せしめたのは，皆このような事例である。また，直接生産に関係の
ない基礎的研究調査のために，莫大な資金を投げ出さなければならないことも
生ずるであろう。総じて，これらのために資本の充実を必要とするのである。
ところで，本社の資本充実に当たって，重大な考慮が払われなければならな
いのは，配当の問題である。元来，持株会社たる本社の収益の基本をなすもの
は，原則として持株より受ける配当と自社の配当との差益である。それゆえに，
原則として本社自体の株式配当率は，持株の平均配当率よりも，低位に置かれ
ねばならない。すなわち，本社としてはできるだけ，この両配当率の間の差益，
すなわちマージンを大＜30頁＞きくして利益の増大を計り，その利益の中か
6　1936年11月，秋田県は三菱鉱業・尾去澤鉱山で堤防が決壊し，死者361名・行方不明13名
に上り，同社が一時操業休止を余儀なくされた事件。この際も三菱本社は，配当受け取りを
辞退した（三菱社誌刊行会 [1981：1168,1169]『三菱社誌　37』）。
7　三菱本社は，三菱鉱業の業績低下に伴い，1922－24年配当受け取りを辞退した（麻島昭一
[1986：160]『三菱財閥の金融構造』御茶の水書房）。
8　三菱信託は1927年，日本化成は1936年に設立された（三島康雄編 [1981：247,320]『日本
財閥経営史　三菱財閥』日本経済新聞社）。           
ら，資本の蓄積を計って行かなければならない。このマージンを大きくするた
めには，帰する所できるだけ本社株式の配当率を低位に置くことを，根本の方
針としなければならない。本社として最も健全な財政方針を立てるならば，主
要持株中の最低配当率位を目標として，自社の配当率を定めることが，最も徹
底した賢明な策であろう。
現在，本社の分系会社持株中，重工株が配当率７分にて最も低位にあり，し
かも重工株は，本社の持株数からいっても払込金額からいっても，持株中の最
高であり，かつ今後最も払込増資可能性も大きなものである。この点から見れ
ば，本社の配当は，６分位に定めてしかるべきものと思われる。忌憚なく私見
を述べることを許されるならば，今回の増資を機会に，本社の配当を６分位に
下げ，プレミアムを付さないで公開されたら，画期的英断として流石は三菱で
あるといわれたであろう。これは，下記事項を考慮に入れるならば，決して突
飛な考えではない。
（ⅰ）１株50円プレミアム付50円払込みにて，９分の配当を受けることは，利
回り４分５厘となる。プレミアムなし６分配当６分利回りの方が，１分半の
高利回りではるかに好条件である。＜31頁＞
（ⅱ）本社の株式は，性質上銀行・信託株に類似するものとして，これに市価
標準をとり，現在一流銀行・信託株の利回りを見れば，３分２厘ないし５分
に達せず，三菱社の株式をプレミアムなしにて額面払込みとすれば，配当を
５分とし５分の利回りとしても，一般利回りから見て十分採算はとれる。５
分利回りを標準として，６分の配当をなすこととすれば，株価の含みも十二
分であろうと思われる。
（ⅲ）プレミアム総額６千万円中，税金を差引いた手取りは，２千２百万円と
のことである。この２千２百万円は，無利息の資金となる訳であるが，その
代わりプレミアムを徴収している関係上，株主の利益のために，容易に現在
の配当を引き下げることができないということになる。２千２百万円の無利
息資金を調達して高率配当を維持することと，低率配当によって最期にわた           
り配当支出を節約するのと，得失は何れが大きいであろうか。かりに９分と
６分の配当差３分を，資本金２億４千万円について見れば，１年の配当差額
は７百20万円に上り，３年間で２千160万円に達する。２千２百万円のプレ
ミアム益は，３年で略々償却できて，その後は毎年７百20万円の配当払込
金が，浮かび上がる訳である。少＜32頁＞し長い目で見れば，２千２百万
円のプレミアム益よりも，低率配当堅持の方が，はるかに得策であるといい
えるように思う。
（ⅳ）プレミアム徴収は，得失の問題ではなく，即時これだけの資金調達を必
要としたための措置である，ということがいわれるかとも思う。それならば，
倍額増資１億２千万円に代えて引き下げることとしたらならば，即時充分資
金調達はできたことであろう。傘下事業の規模から見て，三菱社が現在５億
円位の資本金の会社であっても，少しも過大とは思われない。大蔵当局も，
このような合理的増資提案は，必ず承認したであろう。否，むしろ大蔵当局
は，低配当国策に願応するものとして，満腔の賛意を表したことであろうと
思う。
以上は，今回の増資案を酷評せんがために述べたのではなく，今後もなお配
当低下に向かわなければならない問題の余地が残されていると思うので，将来
に備えるために，あえて批判を加えた次第である。すなわち本社は，今後は８
分の配当を維持することも容易でないといわれている位であるから，収入配当
率に比して三菱社の支払い配当率は，まだ充分低位にあるとは申し＜33頁＞
難く，ことに資本の充実・蓄積を計る見地から見れば，一層マージンの足らざ
るを憂えるものである。卑見をもってすれば，将来根本対策として真にその必
要を認められたならば，株主の利益を考慮して，特別配当等の形で利回り採算
上必要なだけプレミアムを返済しても，配当の低下を計るべきであろうと思う
ものである。将来このような事態に迫られることも予想されるので，あえて批
判を加えた次第である。　
しかし，三菱社の利益は，配当の差益のみではないとして，有価証券売買益・           
評価益のごときを挙げられる向きもあろうかと思う。持株会社の業務として，
有価証券売買益が計上されることは当然なことであるが，これはあくまでも付
随的業務であって，事業経営のための投資を使命とする本社は，これを過大視
してはならない。所有株の種類いかんを問わず，自由に売買譲渡して利益を挙
げることは，証券会社・株式仲買人のなすべきことであって，統制会社の目的
とする所ではない。統制会社が，このような方面に没頭するに至っては，本来
の使命を逸脱して邪道に陥る危険がある。三菱社としては，余剰資金の一時的
運用の方便として，支配統制に関係のない雑株の売買をなすことを認められる
べきではあるが，これによって生ずる利益は決して大きなものではなく，また
＜34頁＞大きなものを期待すべきでもない。
なるほど三菱社は持株処分によって莫大な利益を計上したこともあったが，
これはいわゆる雑株売買によったものではなく，子会社の増資振込のため巨大
の資金調達に迫られて，重工株のような主要持株を公開しあるいは売却した時
に生じた利益であって，経理的使命達成のため必要な手段をとった結果にほか
ならない。分系会社持株の処分というようなことは，統制にも影響する重大な
事項であって，運用利益を目的とする雑株売買のごときと，同一視してはなら
ないものである。以上から，有価証券売買益は，あくまでも限られたる範囲で
認められる付随的業務であり，従属的利益であって，三菱社の重要事業として
掲げられるべきものではない。
一方，積立金・準備金の蓄積を計ることは，資金の充実をなすのみならず，
資金のコストを低下するためにも必要なことである。積立金・準備金は，コス
トのかからぬ自己資本である。ゆえに単純に考えて，自社株式配当金を資金の
コストと限定すれば，かりに払込資本金に倍する積立金・準備金があれば，株
式配当率は年９分であっても，払込資本金と積立金・準備金とを合算した資金
の平均コストは，年４分半ということがいえるのである。我々は，積立金・準
備金の累積が，払込資本金に比して，遥かに大きくなることを理想＜35頁＞
とするものであるが，このためには因果関係の循環となるが，結局配当率をで           
きるだけ低下して利益のマージンを大きくし，利益中からできるだけ積立をな
し，よってまたさらに資金の平均コストを低下して行くということになるので
ある。ただ現時のように，次から次へと巨額の事業拡張資金を必要とする時代
にあっては，積立金の蓄積が，資本金払込金の増加に追随することは困難であ
ろう。　
また，資本の充実について見逃すことのできないのは，償却の問題である。
われわれは，事業会社における減価償却とともに，持株会社の有価証券，不動
産の償却を極力主張したいと思う。資産内容を充実し，見えざる資本の蓄積を
なすことが，一朝有事に備え会社の基礎を強固にする所以であることには，何
人も異論のない所であろう。国家としては健全財政という見地からは異論がな
い所であっても，徴税的見地から償却に限度を付する必要を生ずるものと思う。
われわれは，国家的見地から，このような必要のあることも充分理解しなけれ
ばならないと思うものであるけれども，われわれは政府に対して償却をもって
会社利益の隠匿，脱税の手段と見る偏狭な考え方に陥らないことを切望したい。
立法技術的には，種々困難の伴う問題であ＜36頁＞ろうが，個人の私財蓄積
と事業遂行のためにする会社資本の充実との間に，根本的に性質上の相違ある
ことを認めて，できるだけ会社の健全財政と徴税との調和を計ることを考案し
て貰いたい。すなわち，償却はできるだけこれを許容する建前をとり，償却に
よる利益の減少，これに伴う税収入の減少に対しては，償却を課税に関する限
りは，全額純損金と認めないような方法を採ることもできるであろう。また，
平素の償却が大きければ大きいほど，有価証券の売却益は大きくなるのである
が，事業資金調達のためにする売却益の計上のような場合にあっては，これに
対する課税につき加減を加えられないと，せっかくの資金調達の目的が達成し
えないこととなるのである。＜37頁＞
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資金の需要に応じて，この調達を計ることは，重要なる経理的使命の一つで
ある。資金の需要は，総じて分系・関係会社の事業に関連して起こって来るの           
であるから，資金の調達も，つねに事業の全体に基礎を置いて計画的に考慮さ
れなければならない。眼前の振込資金調達に追われて，その日暮らしの資金捻
出に追われるような状態であっては，充分に経理的使命を達成し＜37頁＞え
ないのみならず，かえってこれを誤る恐れがある。たとえば，増資の時期を失
して，大切な支配株を処分しなければならないというような事態が起こらない
とも限らないのである。本社の経理は，単なる会計事務であってはならないと
いう所以も，ここにある。
持株会社の資金調達の原則は，資本金の増加振込金の徴収であることは，論
ずるまでもない。増資振込による資金調達の他に，社債の発行，銀行借入金に
よる資金調達がある。持株会社は，分系・関係会社への投資を目的とするもの
であるから，その資金は固定性を有し，運転性を欠くことは事実である。そし
て事業会社と異なり，持株会社の利益は，大体において金利配当の開きに基づ
くものであるから，その額はおよそ一定していて大きな変動はない。それゆえ
に，持株の振込金に充当された社債・借入金資金は，自然固定する性質を有す
る。このような訳で，三菱社は資金調達については，なるべく社債，借入金に
よらないで，もっぱら増資振込みによるべきであるということがいわれる。こ
れは，原則的にいって，もっともなことであると思う。
しかし，これも程度の問題で，三菱社のように巨大な資金を擁する会社に
あっては，金利の差益といっても，毎半期相当に大きな金額に達する利益を計
上す＜38頁＞るのであるから，利益金中よりある程度の借入金・社債の償還は，
計画的にこれを行いえるのである。また前述したように，三菱社の投資は，必
ずしも固定するものばかりでもない。そこで，ある範囲ある程度の社債発行・
借入金ということは，考慮してしかるべきものと思う。三菱社の社債のごとき
は，これを市場に公開すれば，必ずや高投資物件として歓迎されるに違いある
まいと思う。
なお，この他に，所有株式・有価証券の売却による資金調達がある。前述し
たように雑株の売買処分のごときは，適宜行って差し支えないものであるが，           
分系・関係会社の株式処分に至っては，統制支配に必要な所有限度と睨み合わ
せて，慎重に行われることを要する。現在，分系会社株式の所有量のごときは，
本社としては，大体において必要な最小限度に達しているように思われる。
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投資運用について特記すべき事柄は，分系・関係会社に対する投資以外の資
金（言葉は妥当でないが，しばらくこれを余剰資金と呼ぶ）の投資運用を，い
かなる方針の下に行うべきか，ということである。これは，従来考えられて
きたような単純な問題ではない。現下，国内経済機構の根本的変革と国策と
＜39頁＞に対する深い洞察，認識の上に，慎重考慮されなければならない問
題である。全体主義・公益優先等の理念に基づいて，今までのように自由な投
機的・営利追求的投資に対しては，重圧が加えられる傾向にあること勿論であ
るが，国家は更に積極的に戦時体制を整備するために，経済体制を強化徹底し
て国内資金を余す所なく，生産力拡充その他国策遂行に必要な方面に，動員・
吸収しようとしているのである。　　　
今日では，軍需工業と限らず，交通・通信・港湾・土木その他あらゆる方面
の事業経営に，国家自身が乗り出してきて，政府自体が一大企業たる形態を備
えるに至った。その規模の大きさに至っては，いかに民間三大財閥の事業が大
きいといっても，比較にならないほど隔絶した厖大なものである。国家は，最
大の消費者であるとともに，最大の企業家である。これは，国家の換算国債の
発行高等の金額だけを見ても明瞭である。
このために国家は，あらゆる不急不要の資金を，国家に吸収する方策をとる
こととなる。税金に限らず，公債の引受けのごときも，すでに強制的となって
きているのである。そこで，問題となるのは，本社の余剰資金の運用方法である。
本社が，その統制の責に任ずる分系・関係会社の事業に対する投資資＜40頁＞
金については，問題の起こる余地はない。それ以外の投資は，いわば余剰資金
の運用ということになる。余剰資金といっても，これは繰り返し述べたように，
事業拡張，応急対策等のための準備資金であるから，いつでもこれら本来の目           
的に転換しえるような方法において，運用されていなければならない。しかし
ながら，前述のような国家情勢の下にあっては，余剰資金が遊資の状態に置か
れていることは，国家的に見て許容されないことになるのである。かかる見地
から見ても，雑株の所有売買のごときは，利殖的見地からは有利なる場合が多
いかも知れないが，これを余り重視することは許されなくなると思う。
では，いかなる方面に投資すべきか。いわく「余剰資金は，できるだけ国債
の引受けに充当すべきである」と。国債の引受けは，国家の資金調達に応ずる
所以であり，今日国家の財界に求めるもの，これより急なものはない。これは，
統制会社たる半面金融会社として，三菱社が，国策に協力しえる最善の道であ
る。国債の価格は，他の有価証券よりも優先的に，国家によって保護され，国
債は最も容易に資金化されうる証券であるから，大局的に見て，国債を保有す
ることが，過剰資金の運用としては，三菱社にとっても最も安全かつ便利とい
いえるのである。金利的に見ても，積立金を充＜41頁＞実して，これに相対
する位までは，国債を引受けることとすれば，採算上充分利益となるであろう。
国債の値下がりとか，持ち過ぎとか，いうことを懸念されたのは，過去の時代
のことである。所有国債の資金化については，国家的事業資金調達のためにす
る場合には，日銀・興銀等における国債買戻し，または国債担保貸付を容易な
らしめるような制度を，政府に対して要望したいと思う。今後は，財界人も，
終始一貫国家とともに栄え，国家とともに難局に当たる覚悟でなければ，生き
る道はないと思う。と同時に，国家的責任においてなすべきことは，忌憚なく
これを進言して，政府に充分の責任をとらせ，よって官民協力の実を挙げてゆ
かねばならないと思う。
三菱，三井，住友のようないわゆる財閥は，外国にも余り例のない，よく組
織された強力な企業団体であって，とかくの論議はあっても，これらの財閥が，
今日わが国の経済的国力培養・発展の基礎を作ってきた最有力なものであるこ
とは，忌み難い事実である。将来においても，これらの企業団体が，民間経済
界の中心となり指導的地位にあって，政府と協力して行くことによって，はじ           
めて最も効果的に国力を充実し発展せしめることができるであろう。三菱社が，
終始国策の線に沿って，完全に関係事業を統制していることは，政＜42頁＞
府が，国家全体の統制を有効に遂行して行く上に，非常な助力となり国家事務
一半の力を省くことになるであろう。また三菱社が，資金の余力を傾けて，国
債引受けに当たる方策を採っていれば，国家の資金調達にも大なる力を添える
ことになるであろう。
三菱社が，国策に協力する指導方針の下に，事業の統制を行い，分系・関係
会社もまた一致協力してその総合的力量を発揮し，もって産業報国の実を挙げ
るならば，三菱コンツェルンが国家に寄与する所は，けだし莫大なものがある
であろう。国家としても，かかるコンツェルンの機能を最高度に発揚せしめる
ことが，経済統制の最捷径であり，かつ国力涵養の最善策であることを認める
ことであろう。われわれは，かかる信念の下に，財閥解消論のごときは，一顧
だに値しないと思うものであるが，ただしかし三菱社が，真にその使命とする
所を自覚しないで，自己本位の指導方針を採り，一向国策にも顧慮しないとい
うことであるならば，統制会社もコンツェルンも国家統制の障害と目され，そ
の存在を否認されることになりかねないと思うものである。＜43頁＞
╙㧠ޓઃ㓐⊛૶๮
以上をもって，大体事業に関連した三菱社の使命を論じたつもりであるが，
この他に公益寄付，社員全体の福利増進，精神作與のような，本社が中心となっ
て率先指導すべき使命を有するものがある。これらの問題は，その重要性にお
いて，決して前述の事業関係事項に劣るものではないが，しばらくこれを付随
的使命として預かり，後日に詳論したいと思う。概説すれば，これらの問題は，
いずれも各社の利害が一致するものであって，これを三菱全体として考慮する
ことによって，最も効果的な対策を講じえるものである。しかもこれらの問題
は，直接事業に関係しないものであるがゆえに，非常に大切な事柄であるにも
かかわらず，各社においてとにかく疎かにされがちになるのである。           
そこで本社は，各社の背後機関として，これらの問題を充分に検討して対策
を立て，各社をして後顧の憂いなく，各々その本分とする事業に邁進するよう
にしなければならない。事業の根源は人にある。人的資源の涵養いかんは，事
業の盛衰に重大な関係があるのであるから，社員の福利ということは，忽
こっしょ
諸に
付せられない重要な問題である。また三菱全社員は，単なる機械的集合ではな
く，全体に血が通っている有機的結合体であるから，いわゆる三菱精神という
ような＜44頁＞高い親和・奉公の指導精神をもって，互いに相結び，つねに
士気を鼓舞振作されていなければならないと思う。銃後の護りに等しい職分を
有する本社は，社員全体の福利増進，精神作與の事業に完璧を期し，もって事
業の基礎を培うことに，遺憾なきを期したいと思うものである。＜45頁＞　
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三菱社の使命についで，その使命を達成すべき三菱社の機構が，当然問題と
なる。首脳部においては，査業委員会，財政委員会を構成され，この活動に期
待される所，大なるものがある。首脳部の構成は，われわれ論議の外として，
事務当局においても，その機構を整備し，陣容を充実される必要を痛感するも
のである。これについては，別に具体案を提出して，考慮を煩わしたいと思う
ものであるが，大体において総務部，企画部，経理部を中心とし，これに秘書，
福祉，不動産整理，監査等の事務を管掌する部課を配する事を骨子として，考
案されるべきものと思う。
以上，いささか卑見を取りまとめたものであるが，匆々の間，意を尽くさな
い所も多く，論旨不徹底のものも多々あるであろうが，適当に取捨選択されて，
何等かの参考に供されるならば，筆者の幸甚これに過ぎるものはない。＜46
頁＞
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